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令和8年度　再評価対象箇所一覧表
［　林政部　森林整備課　］

経過年数

（百万円） （百万円） （％） （R○.3現在）

用地補償費 用地補償費 用地補償費

工事費等 工事費等 工事費等

1,800 974 54.1%

L=8,060ｍ L=4,408ｍ 54.7%

1,800 974 54.1%

費用対効果分析：（　）は前回再評価時の投資効果率

政策との
位置付け

R6郡上山づく
り構想

実施箇所
（市町村名）

関連事業の
進捗状況

間伐材やリサ
イクル製品の
採用

社会経済情
勢等の変化

及び
地元の意向

環境との調和
への配慮事

項

全体事業費

事業費縮減
費用対効
果分析

対応方針
（案）

特記事項

実施済み額 進捗率

既設作業道
の活用による
掘削土量等
の減

H13 R21 25

採択
年度

完了
予定
年度

事　業　概　要

全体事業量
実施済事業

量
事   業
実施率

-

製材用原木及
び未利用材の
重要の増加、
早期事業完成
の要望

1

公共林道事
業

（地方創生道
整備推進交

付金）

干田野
～石徹白

郡上市

番号 事業名
路線・地区
・河川名等

投資効果
（1.6）
1.4

継続

-1-



別紙3

郡上市

・木材生産経費縮減便益
　　林道整備による木材の搬出・輸送経費の縮減効果
・木材利用増進便益
　　伐り捨てとなっていた間伐材が、林道整備により搬出・利用される効果
・木材生産確保・増進便益
　　林道整備により新たに伐採が促進され生産・利用される効果

・造林作業経費縮減便益
　　林道整備により造林等作業員の歩行時間等の縮減効果
・森林管理等経費縮減便益
　　林道整備により森林管理の巡視・普及指導を行う者の歩行時間縮減効果
・森林整備促進便益
　　造林・保育が不十分となっていた森林が、林道整備により森林整備が行われる
    ことによる「水源かん養」「山地保全」「環境保全」の効果

○森林整備経費縮減等便益

令和８年度　再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について

・森林基幹道開設
・森林管理道開設

　地域森林計画に記載された林道。利用区域面積が1000ha以上、かつ全体計画延 長が7km以
上。着工後10年以内に利用区域面積の10%（延べ面積）以上の森林整備が計画されているこ
と。

事業目的

事業名

○
事
業
制
度
に
つ
い
て

概要
(メニュー)

 公共林道事業（地方創生道整備推進交付金）

  地域森林計画に記載された林道。利用区域面積が50ha以上、かつ全体計画延長が1km以上
（過疎、特定・準特定市町村は30ha以上かつ0.8km以上）。着工後10年以内に利用区域面積
の10%（延べ面積）以上の森林整備が計画されていること。

○森林基幹道　

○森林管理道

○
費
用
対
効
果
の
分
析
に
つ
い
て
　
＊
費
用
便
益
B
/
C
＊

　森林の持つ機能に応じた森林整備を計画的に推進することにより、森林の有する多面的機能
の維持・増進を図り、森林環境の保全に資する。

採択基準

なし

費
用
便
益

比
の
基
準

費
用
《

Ｃ
》

の
算
定

費用便益比（Ｂ／Ｃ）が１．０以上

・費用の積み上げ基準：事業費（建設費）＋ 維持管理費 ＋ 森林整備費
・単価の基準：評価を実施する年度
・現在価値化に用いる割引率４％（Ｂ及びＣ共通）
・評価対象期間は事業完了後４０年間

その他
項目

効
果
の
項
目

○木材生産等便益

う
ち
貨
幣
換
算
す
る
項
目
《
Ｂ
》
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令和８年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔森林経営課〕 

番   号  
 事 業 名 

 (路線･河川名等)      

公共林道事業（地方創生道整備推進交付金） 

林道 干田野～石徹白線 

事業実施  

箇    所 

起点：郡上市白鳥町干田野 

終点：郡上市白鳥町石徹白 
事 業 主 体 郡上市 

採択年度 平成１３年度 完了予定年度 令和２１年度 

 再評価の実施基準 再評価後５年間が経過した時点で継続中の事業 

 事業目的  

利用区域森林内(面積４４５ha､人工林率５３%)の骨格となる幹線林道を開設する

ことにより、森林の適正管理に資するとともに、県道３１４号線と接続することに

よる効率的な林業経営と適切な森林整備の促進を図る。 

 事業概要  

林道開設 

幅員 W=4.0m  全体計画延長 8,060m  全体事業費 1,800,000千円 

利用区域内森林面積 445ha  同蓄積 119,223㎥ （R8.3時点） 

 概 要 図  
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公共林道事業（地方創生道整備推進交付金）

林道 干田野～石徹白線の再評価

郡上市 令和８年９月
01

ひ た の い と し ろ
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郡上市の政策における位置付け

・林内路網の整備

・既設作業路の補修

郡上山づくり構想

伐期を迎えた多くの木材資源を
有効利用するため、供給体制を
整備し、森林の循環利用を推進

森林資源の循環作る

森林資源
の利用

「循 環」

02
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国道１５６号

干田野～石徹白線

終点

起点

事業期間 平成13年度～令和21年度
（39年間）

総事業費 1,800,000千円
事業内容 延長 8,060m 幅員 4.0m

位置図及び事業概要

福井県

県道３１４号線
（白鳥町石徹白 地内）

市道 干田野線
（白鳥町干田野 地内）

1km

500m 03
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利用区域内の森林状況

人工林
53%

天然林
47%

利用区域面積 445ha

スギ

78%

ヒノキ

20%

カラマツ

2%

人工林の樹種別割合
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森林施業の実績

間伐実施面積
５４．９ｈａ

直近20年間

500m
05
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森林整備の計画

木曽三川
水源造成公社

木曽三川
水源造成
公社

郡上森林
組合

既設作業道あり区間（未開設）

500m

県行造林地

06

間伐予定地
森林経営計画策定区域
計画策定面積 109.2ha
（ うち人工林 62.4ha）
主伐・再造林予定地
県行造林地
利用区域内面積 37.4ha
（ うち人工林 25.3ha）

作業道計画

今後5年間の林道開設想定区間
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費用対効果分析
事業の効果

投資的効果

07
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●長良川木材事業協同組合
大型製材工場 納材量

社会経済情勢の変化

1.2 1.8 2.1 2.6 2.5 2.1 2.8 2.9 2.8 3.1
1.7

3.1
3.5

3.8
4.8

3.1

4.5
4.9

4.2 3.8

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

長良川木材事業協同組合への納材量

郡上市材 郡上市以外

万t

●万場チップセンター

➤森林資源の充実に伴い木材利用が増加

➤原木及び未利用材の受入体制が強化

➤森林整備・木材搬出を支える林道の重要性が高まる

R6開設

08

穂積建設㈱
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国道１５６号

県道３１４号線
（白鳥町石徹白 地内）

市道 干田野線
（白鳥町干田野 地内）

干田野～石徹白線
終点

起点

福井県

事業の進捗状況

進捗状況（延長）
全体延長 ８，０６０ｍ
実施済 ４，４０８ｍ(内 舗装４，３５３ｍ)
残計画 ３，６５２ｍ
進捗率 ５４．７％

進捗状況（事業費）
総 額 １，８００，０００千円
実施済 ９７３，８２２千円
残計画 ８２６，１７８千円
進捗率 ５４．１％全

体
計

画
延

長
L
=
8
,0

6
0
m

施
工

済
L
=
,4

,4
0
8m

残
計

画
L
=
,3

,6
5
2m

1km

500m
09
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コスト縮減に向けた取り組み

4.00

2.00%2.00%

1:0.8

1：
0.
8

A=39.9ｍ2
切取掘削面積

横断図 No.462
（既設作業道なし）

●既設作業道の利用●既設作業道の利用

4.00

1:0.8
A=10.0ｍ2 2.00%2.00%

切取掘削面積

横断図 No.479
（既設作業道あり）

既設作業道

・土工量（掘削量）の大幅な縮減

・構造物費用の削減

縮減額：330百万円

約4倍の土量

10

既設作業道あり区間
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環境に配慮した取り組み

11

丸太伏工（山側）

地域産間伐木材の有効利用
木伏工 ・ 木柵工

木柵工（谷側）

排水施設・流末処理
U字溝 ・ 横断側溝 ・ 流末処理

U字溝

横断側溝

流末処理

-14-



本路線の必要性は高く、継続実施が妥当

対応方針（案）

利用区域
445haの森林
整備を支える
基幹的な林道

森林資源の
成熟及び木
材利用環境

の充実

費用対効果
（B/C=1.4）

を確保

地域住民からも早期完成に向けての強い要望

12
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前回 今回

(基準年：R03） (基準年：R08）

H13～R6 H13～R21

15.3 18.5

0.0 0.2

1.2 1.4

16.5 20.1

3.5 3.1

23.4 24.6

26.9 27.7

1.6 1.4費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

※上記の事業費は、国のマニュアルに基づき社会的割引率を用いて現在価値に換算しているため、
実際の事業費と異なる。

■費用対効果分析の分析方法

・費用便益分析マニュアル／林野庁　/　R07.12

■費用対効果分析結果の要因変化

【費用】
・工事単価の上昇等から、残事業費及び事業計画期間の見直しを実施した結果に伴う、全
体計画事業費の増。
【便益】
・事業計画期間の見直しに伴う評価条件の変更及び、便益算定に用いる単価の変動による
増減
【分析結果】
・事業費及び事業期間の見直しに伴い、費用便益比（B/C)は前回の1.6から1.4と減少した
ものの、十分な事業効果が確保されている。

効果
(億円)

木材生産等便益

森林整備経費縮減等便益

合計（Ｂ）

　林道開設事業　幅員W=4.0m　延長L=8,060m

■費用対効果分析結果

区分 備考

事業期間

費用
(億円)

事業費

維持管理費

森林整備費

合計（Ｃ）

令和８年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業名

【林道事業】　　公共林道事業（地方創生道整備推進交付金）「干田野～石徹白線」

■事業内容
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